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政府の立場から（清野晃平）
制度を持続していくのかといった，さまざまな問題点が上がっています。このような様々な問題点
を解決するために，日本として今後社会保障制度をどのように改革していくのかが，重要な課題に
なっています。
このため，次に，日本において社会保障改革がどのように今進んでいるのかということについて
説明したいと思います。
先程もお話ししたとおり，日本における社会保障制度の基本的枠組は1960年代に作られたので
すが，今日まで例えば非正規雇用の増加等，雇用基盤が変化してきている。それから人口について
も，とりわけ現役世代の顕著な減少が見られ，少子高齢社会が進んできている。それから，高齢化
に伴う社会保障に関わる費用の急速な増大といった，社会的経済情勢の変化が起きてきています。
こういった情勢の変化を踏まえて，社会保障改革が求められているわけですが，これまで政府・
与党で検討されてきた中で，どのような基本的な考え方に基づき社会保障改革を進めていくべきか。
まず，一つとしては全世代を通じた安心の確保，国民一人一人の安心感を高めるといったことが挙
げられています。この「全世代を通じた」というのは，先ほどのILOの「社会的保護の床」の中で
も全世代に対する所得保障ということが言われていましたが，ILOで議論されている概念とも共通
しているのではないかと思います。
それから，より公平・公正，自助・共助・公助のバランスで支えられる社会保障制度。自助とい
うのは自分自身で助けるということで，共助というのは，自分自身で助けられないことを地域で助
ける。公助というのは，自分や地域でも助けられないものを公的機関が助ける。この自助・共助・
公助のバランスで支えられる社会保障制度が必要なのではないかというのが挙げられています。
それから，給付と負担のバランス，そして中規模・高機能な社会保障体制を目指すというもので
す。
このような基本的な考え方を基に政府・与党で社会保障改革について議論が行われ，平成23年
６月30日に「社会保障・税一体改革成案」が決定されました。政府・与党で本成案に基づいてさ
らに検討を進めて，具体化を図るという動きになっているところです。
具体的にどういったことが社会保障改革の中で検討されているのかというところですが，改革成
案の中では改革の優先順位を付けることになっており，具体的に以下の項目についてまず優先的に
取り組むということになっています。
一番目としては，子ども・子育て支援，若年雇用対策。待機児童の解消や幼保一体化の実現，そ
れから若年者に対するジョブ・カードの活用。ジョブ・カードというのは，若年者の方々がハロー
ワークに行ってキャリアコンサルティングを受け，自分の能力のどこが足りないのかなどを明らか
にした上で，必要であれば職業訓練等を受けてもらい，その能力を伸ばして，その結果等をジョ
ブ・カードに記載し就職面接等で使ってもらうという制度の仕組みです。子どもや若年者に対して，
やはり社会保障制度としてきちんと支援をしていくべきだということで，子ども・子育て，若年者
が優先順位の一つとして挙げられています。
それから，医療・介護等のサービス改革ということで，地域の実情に応じたサービス提供の効率
化。例えば日本においては，人口単位当たりの病床数は世界に比べて多いのですが，病床に従事す
る医療従事者はなかなか数が少ない。それから，医療の技術等のレベルが上がっていく中で，ます
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ます医療従事者に対する需要が求められ，地域間において医者の人数の格差が発生しているとか，
診療科の間でも医者の人数の違いが出てきている中で，そのような問題に対してきちんと対応して
いく必要があります。また，セーフティネット機能の強化として，医療保険や年金については，一
定の非正規雇用者には基本的に適用になっていない中で，このような方々に対しても，どのように
医療保険，年金をカバーするのかといったことが，今後必要になってきます。
それから三番目として，年金改革については，新しい年金制度の創設ということで，今，無年金，
低年金など，いろいろな問題点が出ている中で，所得に応じてもらえる所得比例年金と，最低限ど
の人でもこれだけの年金はもらえるという最低保障年金，この二つの年金制度の創設が必要ではな
いかということで，検討を進めていくべきという議論が出ています。ただ，新しい年金制度を創設
するには40年程度という非常に長い時間がかかりますので，まずはそういった制度が作られるま
でに，現行制度の改善も必要ではないか。例えば年金をもらっても，なかなかその年金の額が少な
くて生活ができない方々に対して，年金の給付額を上げるとか，先程も説明しましたが，非正規労
働者の方々に対して年金をどのようにカバーしていくのかといった，現在の制度で起こっている問
題点についても検討をしていく必要があります。
それから最後に，制度横断的課題としての貧困・格差対策。これについては，まず求職者支援制
度の創設があります。これは「第２のセーフティネット」と言われるもので，「第１のセーフティ
ネット」と言われる失業保険の対象にならない，例えば非正規労働者の方や，失業保険の給付がも
う終わってしまったという方々に対して，一定期間の生活のための資金の提供と，それから労働市
場に戻れるように職業訓練を受けていただく。そのような制度を今年の10月１日から施行してお
り，その制度の普及促進を図っています。
最後に，生活保護の見直しということで，生活保護の対象となっている方が最近200万人を超え，
その対象者が急増しています。その中で，生活保護を受け続けるのではなく，自立して労働市場に
戻れるよう，どのような就労支援をしていく必要があるのか。それから，生活保護の不正受給とい
った問題に対して，どのように対応していくのか。
以上のような課題，問題について，今後，社会保障改革の中で議論，実施していくことを考えて
おり，具体的に，各社会保障改革で検討されている課題について，工程表を作成し，スケジュール
を定めて取り組んでいます。
最後になりますが，今回御説明したとおり，日本でも社会保障改革を議論している中で，ILOに
おける社会保障制度の拡張，特に「社会的保護の床」の拡張に関する議論は非常に参考になるもの
です。同時に，来年のILO総会での「社会的保護の床」に関する勧告についての議論の中で，日本
としても，現在の社会保障改革を踏まえ，日本の経験や知識等など，ILOの議論に積極的に貢献す
ることができればと考えています。
ご清聴ありがとうございました。（拍手）
